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高知県児童福祉審議会規則

(設置等)

第１条 この規則は、児童福祉法(昭和 22 年法律第 164 号)第 8 条第 1 項に規定する審議会

その他の合議制の機関として高知県児童福祉審議会(以下「審議会」という。)を設置する

とともに、審議会の組織及び運営に関し必要な事項を定めるものとする。

（組織）

第１条の２ 審議会は、委員 20 人以内で組織する。

(任期等)

第２条 委員の任期は、2年とする。ただし、委員が欠けた場合における補欠の委員の任期

は、前任者の残任期間とする。

２ 委員は、再任されることができる。

(委員長及び副委員長)

第３条 審議会の委員長は、会務を総理し、審議会を代表する。

２ 副委員長は、委員長を補佐し、委員長に事故があるとき又は委員長が欠けたときは、そ

の職務を代理する。

(会 議)

第４条 審議会の会議(以下この条において「会議」という。)は、委員長が招集する。

２ 委員長は、委員の総数の 4分の 1 以上の請求があるときは、会議を招集しなければなら

ない。

３ 会議の議長は、委員長が当たる。

４ 会議は、委員の総数の 2分の 1以上が出席しなければ、議事を開き、及び議決をするこ

とができない。

５ 審議会の議事は、出席した委員の過半数をもって決し、可否同数のときは、議長の決す

るところによる。

(部 会)

第５条 審議会は、その定めるところにより、部会を置くことができる。

２ 部会に属すべき委員は、審議会において決定する。

(幹 事)

第６条 審議会に、幹事 8人以内を置く。

２ 幹事は、知事が任命する。

３ 幹事は、委員長の指揮を受け、庶務を整理する。

(書 記)

第７条 審議会に、書記 6人以内を置く。
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２ 書記は、知事が任命する。

３ 書記は、上司の指揮を受け、庶務に従事する。

(雑 則)

第８条 この規則に定めるもののほか、審議会の運営に関し必要な事項は、委員長が審議会

に諮って定める。

附 則 (平成 12 年 4 月 1 日規則第 96 号)

この規則は、公布の日から施行する。

附 則(平成 15 年 5 月 23 日規則第 78 号)

この規則は、公布の日から施行する。

附 則(平成 25 年 9 月 27 日規則第 47 号)

この規則は、公布の日から施行する。
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高知県児童福祉審議会運営規程

（目 的）

第１条 この規程は、児童福祉法（昭和 22 年法律第 164 号）第８条第１項により設置する高

知県児童福祉審会（以下「審議会」という。）の運営の円滑を期するために必要な事項を規

定することを目的とする。

（部 会）

第２条 審議会に次の部会を置く。

（１）施設部会

（２）ひとり親家庭部会

（３）保護育成部会

①保護育成部会の審議をもって、審議会の意見とする。

（４）保育部会

①保育部会の審議をもって、審議会の意見とする。

（５）児童虐待検証部会

①児童虐待検証部会の審議をもって、審議会の意見とする。

②児童虐待検証部会の運営に関し必要な事項は、別途定める。

（部会の任務）

第３条 各部会の任務は、おおむね次のとおりとする。

（１）施設部会は、児童福祉施設その他児童福祉法に関する事項（他の部会に属する事

項は除く。）を調査審議する。

（２）ひとり親家庭部会は、ひとり親家庭の福祉に関する事項を調査審議する。

（３）保護育成部会は、高知県青少年保護育成条例（昭和 52 年条例第 32 号）及び青少年の

健全育成に関する事項を調査審議する。

（４）保育部会は、保育に関する事項を調査審議する。

（５）児童虐待検証部会は、児童虐待による死亡事例等を検証する。

（部会の構成）

第４条 部会は、審議会の委員をもって構成し、所属委員は審議会において決定する。

２ 臨時委員は、知事の任命（委嘱）事由に基づき、第２条のいづれかの部会に所属するもの

とする。

（部会長及び副部会長）

第５条 各部会（児童虐待検証部会を除く。）の部会長及び副部会長は、所属部会委員の互選

により決定する。

２ 児童虐待検証部会の部会長及び副部会長は、所属部会委員（臨時委員含む。）の互選によ

り決定する。

第６条（削 除）
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（招 集）

第７条 部会は、審議会の委員長がこれを招集する。

２ 委員長は、知事の請求があったとき又は審議会の委員の総数の四分の一以上の請求があっ

たときは、これを招集しなければならない。

３ 審議事項に関して利害関係を有する委員については、これを招集しない。

（議事及び議決）

第８条 部会は、委員の総数の二分の一以上の出席がなければ、議事を開き議決することがで

きない。

２ 部会の議事は、出席委員の過半数でこれを決する。可否同数のときは、委員長の決すると

ころによる。

（権 限）

第９条 部会は、特に必要があると認めるときは、関係行政機関に対して所属職員の出席及び

資料の提出を求めることができる。

（委 任）

第 10 条 その部会の運営に関し必要な事項は、委員長が定める。

（委員会）

第 11 条 審議会の部会に次の委員会を置く。

（１）施設部会

里親認定委員会及びこども支援専門委員会

①委員会の審議をもって、審議会の意見とする。

２ 委員会の運営に関し必要な事項は、別途定める。

附 則

この規程は、昭和 55 年６月 16日から適用する。

附 則

この規程は、平成 15 年５月 23日から適用する。

附 則

この規程は、平成 16 年８月６日から適用する。

附 則

この規程は、平成 20 年７月 28日から適用する。

附 則

この規程は、平成 27 年８月 19日から適用する。

附 則

この規程は、平成 28 年８月３１日から適用する。
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里親認定委員会運営規程

（目的）

第１条 この規程は、里親認定委員会（以下「委員会」という。）の運営の円滑を期す

るため、必要な事項を規定することを目的とする。

（委員会の任務）

第２条 委員会は、里親の認定の必要が生じる場合など児童福祉法施行令（昭和 23 年

政令 74 号。）第 29 条の規定に基づき、児童福祉審議会を開催するまでの間に知事か

ら諮問された事項について調査審議する。

（委員会の組織）

第３条 委員会は、児童福祉審議会施設部会（以下「部会」という。）を構成する委員

をもって組織する。

（委員長及び副委員長）

第４条 委員会に、委員長及び副委員長各１名を置き、部会長及び副部会長の委員をも

って充てる。

２ 委員長は、委員会を代表し、会務を総理する。

３ 副委員長は、委員長を補佐し、委員長に事故あるとき又は欠けたときは、その職務

を代理する。

（招集）

第５条 委員会は、委員長が招集する。

２ 審議事項に関して利害関係を有する委員については、これを招集しない。

（議事及び議決）

第６条 委員会は、委員の総数の２分の１以上の出席がなければ、議事を開き議決する

ことができない。

２ 委員会の議事は、出席委員の過半数で決する。可否同数のときは、委員長の決する

ところによる。

（権限）

第７条 委員会の審議をもって、児童福祉審議会の意見とする。

２ 委員会は、特に必要があると認めるときは、関係行政機関に対して所属職員の出席

説明及び資料の提供を求めることができる。
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（委任）

第８条 その他委員会の運営に関し必要な事項は、委員長が定める。

附 則

この規程は、平成２年６月 27 日から施行する。

附 則

この規程は、平成 16年８月６日から施行する。

附 則

この規程は、平成 20年７月 28 日から施行する。

附 則

この規程は、平成 28年８月 31 日から施行する。
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こども支援専門委員会運営規程

（目 的）

第１条 この規程は、こども支援専門委員会（以下「委員会」という。）の運営の円滑を期

するため、必要な事項を規定することを目的とする。

（委員会の任務）

第２条 委員会は次に掲げる事項を調査審議する。

（１）児童福祉法施行令（昭和 23 年政令 74号。以下「施行令」という。）第 32条第

１項の規定に基づき、知事から諮問された事項

（２）施行令第 32条第２項の規定に基づき、知事からなされた報告

（３）児童福祉法第 33条第５項の規定に基づき、知事から諮問された事項

（４）児童福祉法第 33条の 15第２項の規定に基づく、知事からなされた報告

（委員会の組織）

第３条 委員会は、児童福祉審議会施設部会（以下「部会」という。）を構成する委員６人

及び臨時委員３人をもって組織する。

（委員長及び副委員長）

第４条 委員会に、委員長及び副委員長各１人を置き、部会を構成する委員の中から部会

長が指名する。

２ 委員長は、委員会を代表し、会務を総理する。

３ 副委員長は、委員長を補佐し、委員長に事故あるとき又は欠けたときは、その職務を

代理する。

（招 集）

第５条 委員会は、委員長が招集する。

２ 審議事項に関して利害関係を有する委員については、これを招集しない。

（議事及び議決）

第６条 委員会は、委員の総数の２分の１以上の出席がなければ、議事を開き議決するこ

とができない。

２ 委員会の議事は、出席委員の過半数で決する。可否同数のときは、委員長の決すると

ころによる。

（権 限）

第７条 委員会の審議をもって、児童福祉審議会の意見とする。

２ 委員会は、特に必要があると認めるときは、関係行政機関に対して所属職員の出席説

明及び資料の提出を求めることができる。

8



（委 任）

第８条 その他委員会の運営に関し必要な事項は、委員長が定める。

附 則

この規程は、平成１０年５月１４日から施行する。

附 則

この規程は、平成１６年８月６日から施行する。

附 則

この規程は、平成２０年７月２８日から施行する。

附 則

この規程は、平成２１年６月９日から施行する。

附 則

この規程は、平成２８年８月３１日から施行する。
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児童虐待検証部会運営規程

（目的）

第１条 この規程は、児童虐待検証部会（以下「部会」という。）の運営の

円滑を期するため、必要な事項を規定することを目的とする。

（部会の任務）

第２条 部会は虐待による児童の死亡事例等の再発防止策等を検討するた

めに、次に掲げる事項を行う。

（１）虐待の防止等に関する法律第４条の規程に基づき、知事から諮問され

た 事項を調査分析する。

（２）取り組むべき課題と再発防止に向けた提言を行う。

（３）前２号に掲げるもののほか、検証の目的に必要と認められることを行

う。

（部会の組織）

第３条 部会は、児童福祉審議会児童虐待検証部会を構成する委員８人以内

を持って組織する。

２ 部会は、特に必要があると認めるときは、臨時委員を置くことができる。

（部会長及び副部会長）

第４条 部会に、部会長及び副部会長 1 人を置き、部会を構成する委員（臨

時委員含む。）の互選による。

２ 部会長は、部会を代表し、会務を総理する。

３ 副部会長は、部会長を補佐し、部会長に事故あるとき又は欠けたときは、

その職務を代理する。

（招集）

第５条 部会は、部会長が招集する。

２ 審議事項に関して利害関係を有する委員については、これを招集しない。

（議事及び議決）

第６条 部会は、委員の総数の２分の１以上の出席がなければ、議事を開き

議決することができない。

２ 部会の議決は、出席委員の過半数で決する。可否同数のときは、部会長

の決するところによる。

（権限）

第７条 部会の審議をもって、審議会の意見とする。

２ 部会は、特に必要があると認めるときは、関係機関に対して出席説明及

び資料の提出を求めることができる。

３ 部会長は、必要があると認めたときは、関係機関への調査を行うことが

できる。
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（委任）

第８条 その他部会の運営に関し必要な事項は、部会長が定める。

附 則

この規程は、平成 20 年７月 28 日から施行する。

附 則

この規程は、平成 24 年７月 20 日から施行する。

附 則

この規程は、平成 28 年８月 31 日から施行する。
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